
１． 認知症バリアフリー社会実現のための

会社版マニュアル作成の留意事項集について

資料１

1



「昨年度の成果」及び「今年度の事業目的」

企業ごとの業務内容や地域の特性等により求められる対応は異なることが想定されること、また、
個々の企業が地域において果たす役割や社内制度の整備を明示する観点などから、上記手引きを参
考としつつ、企業独自のマニュアルを作成することがより望ましい。

そのため、企業が独自のマニュアルを作成する上での記載例やその留意事項を整理した『留意事項
集』を作成。

昨年度の成果

今年度の事業目的

認知症の人と接する機会の多い業態の中から、

「金融」「住宅」「小売」「レジャー・生活関連」

の４業種を選定し、認知症の人への接遇に関する

手引きを作成・公表。

『認知症バリアフリー社会実現のための手引き』作成

個々の企業のマニュアル作成を支援する｢留意事項集｣を作成
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企業マニュアル作成 試行事業 について
（認知症バリアフリー社会実現のための「企業マニュアル」作成試行事業）

（１）参加企業の募集
【2021年8月20日 募集】

〇 日本認知症官民協議会加盟団体（金融、小売、住宅、生活関連）

を通じて、企業マニュアルを作成する企業を募集

【2021年9月10日 〆切】

〇 参加企業・団体：４社・団体

金融２社 住宅１社 生活関連１団体

（２）参加企業・団体に対する個別支援等

〇 参加企業・団体のマニュアル作成について個別支援
〇 (参加企業以外の)個別企業ヒアリング

（３)『留意事項集』の作成
〇金融・小売・住宅に関して留意事項集を作成
〇作成にあたり作業部会を開催 ☛次葉 3



作業委員会

【住宅】２０２２年１月２１日（金）１０時～１１時３０分 【小売】２０２２年2月4日（金）１０時～１１時３０分

【金融】２０２２年2月１０日（木） １６時～１７時３０分

岩瀬 健太 株式会社三井住友銀行 経営企画部 全銀協会長行室 上席推進役

小野寺 泰介 三井住友ﾄﾗｽﾄ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 業務部 総務課 課長

伊澤 亮介 住友生命保険相互会社 調査広報部 上席部長代理

植草 孝男
SOMPOﾎー ﾙﾃ゙ ｨﾝｸ゙ ｽ株式会社 ｼﾆｱﾏー ｹｯﾄ事業部 認知症ﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ推進室
/ＳＯＭＰＯケア株式会社認知症プロジェクト推進部 （仙波室長の代理出席）

生地 弘和 東京海上日動火災保険株式会社 公務開発部 課長

内山田 徹 野村證券株式会社 ﾘﾃー ﾙﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ推進部 LP ﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ開発推進課 次長

久保 依子 大和ライフネクスト株式会社 マンション事業本部
事業推進部 部長

齋藤 雄次 同社 ケアアメニティ部／プレシャスライフ相談室

久保 正人 ナイスコミュニティ株式会社 常務取締役

田中 昌樹 一般社団法人マンション管理業協会 調査部 次長

田中 正巳 日本チェーンストア協会 常務理事

塚田 公香 イオン株式会社 環境・社会貢献部 （鈴木部長の代理出席）

強矢 健太郎 株式会社イトーヨーカ堂 経営企画室 ＣＳＲ・ＳＤＧｓ推進部

山際 淳 日本生活協同組合連合会 組織推進本部

➤ＷＧ委員を中心に構成。

➤いずれの作業委員会にも、ＷＧ委員でもある

認知症の人と家族の会 代表理事
鈴木 森夫 氏

日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事
藤田 和子 氏

の参画（当日出席ないし後日書面審議）をいただいた

➤オブザーバーに厚労省老健局認知施策・地域介護推進課

➤個人事業主が多い理美容業についてはリーフレットを作成 4



認知症バリアフリー社会実現のための会社版マニュアル作成の留意事項集の

特 色

（ １ )
(昨年度作成した)

『認知症バリアフリー社会
実現のための手引き』
の構成に沿って作成

（ ２ ）

見やすさを重視した見開き構成
左ページに『会社版マニュアル』／右ページに留意事項

（ ３ ）
活用の便を考慮し

『会社版マニュアル』の
雛型を用意

（留意事項集とともにホームページにアップ）
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ページ見本（小売編を例に）
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小売業といっても、フランチャイズ
チェーンと、大規模小売店、個人商
店とでは、手引きを作る会社と、読
む人との関係性が異なります。

こうした内容等も含めて、
昨年度作成した『手引き』の構成に
は収まり切らない、

『会社版手引き』を作成する際、
事前に気をつけておくべき基本的
事項について、

全般的な留意事項として紹介。

ページ見本（小売編を例に）
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ページ見本（小売編を例に）

「事例編」記載に当たっては、まず、自社内で認知症にまつわる

どのような問題が起こっているかをよく知る必要があります。

こうした事情は、企業や地域によって異なっているはずです。

そのような事情を踏まえるべきことを記載しています。

事
例
の
表
現
も
工
夫
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ページ見本（小売編を例に）

「会社版手引き」を作成する際には、接遇マニュアルに留まらず、
認知症バリアフリー社会の実現に向けて、個々の企業として
どのような「行動」を行っていくかについても言及してもらいたいと
考えています。

具体的には、１．人材育成、２．地域連携、３社内制度、４．環境整備
といった観点で、自社として何をしていくかを書いていただくような
例を示しています。
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ページ見本（小売編を例に）

「会社版手引き」は絶えず見直し、更新を重ねていく必要がある

ことや、その際の連絡先や、現場での対応の困難が生じたときの

連絡体制等の必要性について記載しています。

認知症バリアフリー社会の実現に向けて、

絶えず、取組の進化・深化を図っていきましょう。
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【
参
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】
理
美
容
業
向
け
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

（表面）

（中面）

※ただいま制作中のため内容には変更がある可能性がございます。

個人事業主が多い理美容業については、

「会社版マニュアル」作成ではなく、

昨年度作成した『手引き』（レジャー・生活関連編）を基に、

理美容業向けのリーフレット（Ａ４判４頁）を作成。

11



【参考】『認知症バリアフリー社会実現のための手引き』ダウンロードした業界の構成割合
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(n=401、2022.3.1時点)
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